
 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年８月 22 日（月）開催 

市役所６階 議員全員協議会室 

【議 題】 

(１) 海老名市住みよいまちづくり条例について（意見聴取）  

 海老名市住みよいまちづくり条例について 資料１ 

 市に帰属する道路 資料１－１ 

 特定開発事業の対象となる鉄塔類の高さ 資料１－２ 

 
ワンルーム共同住宅の１戸あたりの 

対象専用床面積の変更について 
資料１－３ 

   

(２) 海老名都市計画生産緑地に係る特定生産緑地の指定について（意見聴取） 

 
海老名都市計画生産緑地地区に係る 

特定生産緑地の指定について 

資料２－１ 

 特定生産緑地指定図（案） 資料２－２ 

 特定生産緑地指定（案）現地写真 資料２－３ 

 特定生産緑地制度について 資料２参考資料 

 （当日追加資料がある予定です。） 

  

(３) その他（報告事項）  

 生産緑地地区買取申出について 資料３ 

 市役所周辺地区の市街化区域編入について 資料４ 

令和４年度 第２回 

海老名市都市計画審議会 

資  料 



海老名市住みよいまちづくり条例について【意見聴取】 

 

 

１ 意見交換の目的 

  海老名市住みよいまちづくり条例（以下「条例」という。）は平成 30 年４月１日に制定され現在、

運用して４年が経過した。社会情勢の変化や運用上の課題等、都市計画審議会で意見を聴きながら改

定の必要性を含めた検討を進めていきたいため、意見交換を行うものです。 

 

２ 意見交換する事項 

① 市に帰属する道路 

市に帰属する道路の転回広場の整備基準の緩和について 

② 特定開発事業の対象となる鉄塔類の高さ 

   鉄塔類等の高さ基準について 

③ ワンルーム共同住宅の対象専用床面積 

    ワンルーム共同住宅の一戸あたりの対象専用床面積の変更について 

＊詳細については、別紙参照。 

 

 

                    以 上 
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市に帰属する道路 

 

１ 意見交換の主な内容 

条例第 72 条において、市に帰属する行き止まり道路の幅員は６ｍ以上とした

上で、条例第 68 条第３項第２号において道路延長 35ｍを超える場合は市独自基

準として転回広場（終端部と中間部）を求めていることから、この転回広場の整

備基準を緩和（終端部のみ）する方向で意見を聴くもの。 

 

２ 現在の基準（道路）と検討の方向性 

（１）新設道路の設置基準＜標準規定＞ 

（技術基準Ｐ8）【都市計画法施行令第 25 条】 

土地利用の用途 道路区分 事業区域面積 設置する道路幅員 

戸建住宅 区画道路 － ６ｍ以上 

共同住宅 区画道路 
5,000㎡未満 ６ｍ以上 

5,000㎡以上 ９ｍ以上 

小売店 区画道路 1,000㎡以上 10ｍ以上 

工業 区画道路 － ９ｍ以上 

  都市計画法施行令第 25 条に基づき、道路の最小幅員を６ｍ以上としている

ことから、本条例でその条件を緩和することはしない。⇒検討の対象外 

 

（２）小区間道路（通り抜け道路）の設置基準＜例外規定＞ 

（技術基準Ｐ9、県開発基準）【都市計画法施行令第 25 条】 

道路延長 
道路の幅員 

海老名市 神奈川県 

35ｍ以下 
4.5ｍ以上 

4.0ｍ以上 

35ｍ超70ｍ以下 4.5ｍ以上 

70ｍ超100ｍ以下 5.0ｍ以上 5.0ｍ以上 

神奈川県開発許可関係事務の手引き（神奈川県開発許可事務処理要項第８）

では、道路延長により幅員が 4.0ｍ以上、4.5ｍ以上、5.0ｍ以上と区分されて

いるが、本条例では道路延長が 70ｍ以下の場合、一律に幅員 4.5ｍ以上の整備

を必要としている。（原則宅地開発） 

これは、両側に側溝を設けることで、道路内雨水を適切に排水するために必

要となる最小幅員であることから、道路延長が 35ｍ以下の場合であっても一

律幅員 4.5ｍ以上とした。⇒検討の対象外 

資料１-１-１ 
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（３）小区間道路（行き止まり）の設置基準＜例外規定＞（技術基準Ｐ11） 

 （ⅰ）私道の場合 

道路種別 道路延長 道路の幅員 自動車の転回広場 

私道 35ｍ以下（市基準） 
4.5ｍ以上 

不要 

35ｍ超70ｍ以下 
必要 終端部と適当な区間ごと 

70ｍ超100ｍ以下 5.0ｍ以上 

神奈川県開発許可関係事務の手引き（神奈川県開発許可事務処理要項第９）

では、道路延長により幅員が 4.0ｍ以上、4.5ｍ以上、5.0ｍ以上と区分されて

いるが、本条例では道路延長が 70ｍ以下の場合、一律に幅員 4.5ｍ以上の整備

を必要としている。 

⇒検討の対象外 

 

（ⅱ）海老名市道とする場合 

道路種別 道路延長 道路の幅員 自動車の転回広場 

海老名市道 20ｍ以上35ｍ未満 
6.0ｍ以上 

必要 終端部 

35ｍ以上60ｍ以下 必要 終端部と中間部 

県の許可基準及び建築基準法（位置指定道路の指定基準）では、幅員６ｍ以

上の道路の場合、転回広場を求めていないが、本条例では延長 20ｍ以上 35ｍ

未満の場合、終端部に転回広場の設置を必要としており、さらに、延長 35ｍ

以上 60ｍ以下の場合には、中間部を含め、２箇所の転回広場の設置を必要と

している。 

 ⇒本市に帰属する道路の場合、延長は最大 60ｍであり、車両のすれ違いに支

障がなく、かつ、通行も居住者等に限定されていることから、転回広場を終端

部のみとすることについて検討したい。 

 

 

（参考）開発道路の区分について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開発道路 道路延長 100ｍ超 

（通り抜け道路） 

道路延長 100ｍ以下

（小区間道路） 

通り抜け道路 

行き止まり道路 

私道 

市道 

私道 

市道 
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４ 道路延長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 近隣他市の主な状況 

資料１－２ 

 近隣市のまちづくりに関する条例等の内容比較（道路幅員）参照   
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４ｍ以上 4.5ｍ以上 ４ｍ以上 ４ｍ以上 4.5ｍ以上 4.5ｍ以上 4.5ｍ以上

4.5ｍ以上 5ｍ以上 4.5ｍ以上 4.5ｍ以上 5ｍ以上 5ｍ以上 5ｍ以上

5ｍ以上 6ｍ以上 5ｍ以上 5ｍ以上 6ｍ以上 6ｍ以上 6ｍ以上

6ｍ以上 6ｍ以上 6ｍ以上

４ｍ以上（転回広場無し） ４ｍ以上（転回広場無し） ４ｍ以上（転回広場無し） ４ｍ以上（転回広場無し） ４ｍ以上（転回広場無し） ４ｍ以上（転回広場無し） 6ｍ以上（終端部に転回広場）

4.5ｍ以上
（35ｍ毎に転回広場必要）

4.5ｍ以上
（35ｍ毎に転回広場必要）

4.5ｍ以上
（35ｍ毎に転回広場必要）

4.5ｍ以上
（35ｍ毎に転回広場必要）

６ｍ未満
（35ｍ毎に転回広場必要）

4.5ｍ以上
（35ｍ毎に転回広場必要）

6ｍ以上
（終端部と中間部に転回広場）

6ｍ以上（転回広場無し） 6ｍ以上（転回広場無し） 6ｍ以上（転回広場無し） 6ｍ以上（転回広場無し） 6ｍ以上（転回広場無し） 6ｍ以上（転回広場無し）

5.0ｍ以上
（35ｍ毎に転回広場必要）

5.0ｍ以上
（35ｍ毎に転回広場必要）

5.0ｍ以上
（35ｍ毎に転回広場必要）

6ｍ以上（転回広場無し） 6ｍ以上（転回広場無し） 6ｍ以上（転回広場無し）

海老名市

20ｍ以上35ｍ未満

35ｍ以上60ｍ以下

70ｍ以下

70ｍ超～100ｍ以下

100ｍ超

35ｍ超～

行き止ま
り道路

道路延長

道路延長

70ｍ以下

70ｍ超～100ｍ以下

100ｍ超

35ｍ超～70ｍ以下

70ｍ超～100ｍ以下

35ｍ超～70ｍ以下

70ｍ超～100ｍ以下

100ｍ超

35ｍ以下

35ｍ超～70ｍ以下

70ｍ超～100ｍ以下

近隣市のまちづくりに関する条例等の内容比較（道路幅員）《＊いずれも市へ帰属する市道の場合》

70ｍ以下

70ｍ超～100ｍ以下

100ｍ超

100ｍ超

35ｍ以下

35ｍ超～70ｍ以下

70ｍ超～100ｍ以下

大和市 座間市 綾瀬市 伊勢原市自　　治　　体 茅ヶ崎市 平塚市

通り抜け
道路

100ｍ超～120ｍ以下

120ｍ超

35ｍ以下100ｍ以下

道路幅員

35ｍ以下

35ｍ超～70ｍ以下

70ｍ超～100ｍ以下

100ｍ超

35ｍ以下 35ｍ以下35ｍ以下

35ｍ超～

道路幅員

35ｍ以下

35ｍ超～70ｍ以下 35ｍ超～70ｍ以下

70ｍ超～100ｍ以下

35ｍ以下

資料１ー１－２
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特定開発事業の対象となる鉄塔類等の高さ 

 

１ 意見交換の主な内容 

  条例別表第１に規定する特定開発事業の鉄塔類について、景観上の観点から携帯電話の

基地局（以下「基地局」という。）を条例の対象とすることを目的に高さ 10ｍ以上を対象

としてきた。 

 しかし、令和３年度に総務省が携帯電話事業者に対して、５Ｇ基地局整備の加速化に関

して要請したことを考慮し、建築基準法の工作物の申請対象となる高さ 15ｍ以上に緩和

する必要性について、意見をお聞きしたい。 

  なお、建物に付属するものは建築物の一部であることから条例の対象外となる。 

 

２ 現在の基準（鉄塔類）と検討の方向性 

 鉄塔類対象基準（条例別表１）【建築基準法第 138 条】 

区分 条例の対象基準 建築基準法の基準 

鉄筋コンクリート造の柱、鉄柱、木柱 
10ｍ以上 

15ｍ以上 

煙突 ６ｍ以上 

「特定開発事業」は土地利用の中で、特にまちづくりや市民生活等への影響が大きい土

地利用に対して届出を求めるものであるが、条例施行後、基地局について以下のような

状況であり、景観上の観点から一定の成果が上がっていると考えられる。 

・当初高さ 10ｍ以上として、特定構想届が提出されたが、その後、高さを低くする変更

がなされ、電柱とほぼ同じ外観・規模となり、景観上周囲の住民に与える影響が少な

いものとなった。 

・多くの携帯電話事業者は 10ｍ以上の支柱での整備方針であることから、特定開発事業

となることを避け、建物の屋上へアンテナ等を設置することで基地局を整備してきた

と想定される。 

 

しかし、申請対象高さを 10ｍ以上のままとした場合、総務省の要請する５Ｇ基地局整

備の加速化の足枷になることが危惧される。 

⇒対象となる高さを 10ｍ以上から建築基準法による工作物の確認申請が必要となる高

さ 15ｍ以上に緩和する必要性について、意見をお聞きしたい。 

 

３ 携帯事業者からのヒアリング内容（基地局の支柱高さ） 

 ・楽天モバイル            ：支柱高さ 10ｍ未満 

・ＮＴＴドコモ、ソフトバンク、ＫＤＤＩ：支柱高さ 15ｍ未満 

 

 

 

資料１－２－１ 
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４ 協議実績 

 条例制定後に鉄塔類の特定構想届が提出された件数は２件あるが、高さ変更に伴う取下げ

及び基本計画書未提出となっており、いずれも特定開発事業として工事完了したものはない。 

 

以 上 
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大規模開発事業の対象となるワンルーム共同住宅の対象専用床面積 

 

１ 意見交換の主な内容 

  条例別表第１に規定する大規模開発事業のワンルーム共同住宅について、健全な居住環

境の確保を目的に、１Ｋ形式で単身者向けに必要な対象専用床面積として 20 ㎡未満を対

象としてきた。 

  しかし、令和４年３月に市で策定した住宅マスタープランにおいて、市内住宅の最低居

住面積水準の達成度が定められたことから、住生活基本計画（全体計画）での最低居住面

積等を踏まえ、条例の対象専用床面積を変更することについて、意見をお聞きしたい。 

 

２ 現在の基準（ワンルーム共同住宅）と検討の方向性 

 ワンルーム共同住宅対象基準（条例別表１）【住生活基本計画】 

条例の基準 住生活基本計画の基準 

１戸あたりの専用床面積が 20 ㎡未

満の住戸が 20 戸以上の共同住宅 

（最低居住面積） 

単身者    ：25 ㎡ 

２人以上の世帯：10 ㎡×世帯人数＋10 ㎡ 

 

（誘導居住面積） 

単身者    ：40 ㎡ 

２人以上の世帯：20 ㎡×世帯人数＋15 ㎡ 

 ワンルーム共同住宅について、条例で一定の基準を設けて、運用してきたが、条例制

定後の開発事業では単身向け住宅の専用床面積が 20 ㎡を下回った事例がなく、また、

国土交通省が策定した住生活基本計画の基準とも乖離が生じている状況である。 

⇒住生活基本計画の基準に合わせて、ワンルーム共同住宅の対象専用床面積を変更する

ことについて、意見をお聞きしたい。 

 

３ 協議実績 

  条例制定後に大規模開発事業のワンルーム共同住宅として整備された事例はない。 

  なお、単身向け住宅と想定される建物として整備された（現在、条例手続き中案件含む）

総棟数・総戸数は 10 棟・84 戸であり、最低面積 26 ㎡・最大面積 35 ㎡となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

資料１－３－１ 
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４ 整備基準 

  ごみ集積所及び自動車駐車場については、ワンルーム共同住宅の特性を考慮し、共同住

宅に比べ、緩和された整備基準を条例で規定している。 

 

（１）ごみ集積所 

（ⅰ）ワンルーム共同住宅 

計画戸数 ごみ集積所の規模 

10戸以下 1.2㎡以上 

11戸以上 0.12㎡×戸数 

 

 （ⅱ）共同住宅 

計画戸数 ごみ集積所の規模 

5戸以下 1.5㎡以上 

6戸以上10戸以下 2.0㎡以上 

11戸以上15戸以下 3.0㎡以上 

16戸以上20戸以下 4.0㎡以上 

21戸以上 計画戸数×0.2㎡の面積以上 

 

（２）自動車駐車場 

（ⅰ）ワンルーム共同住宅 

用途地域 駐車場台数 

商業地域 計画戸数の1/3以上 

商業地域以外 計画戸数の1/2以上 

 

（ⅱ）共同住宅 

用途地域 駐車場台数 

商業地域 計画戸数の1/2以上 

商業地域以外 計画戸数の2/3以上 

 

 

以 上 
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開発番号 場所

H30建31 国分南一丁目地内 12 3

H31開11 国分北一丁目地内 18 2 33.38㎡

H31建23 上今泉二丁目地内 8 8

R2建03 国分南三丁目地内 9 1 26.35㎡

R2建08 中野二丁目地内 12 6 26㎡

R3建03＊ 東柏ヶ谷六丁目地内 45 18 30

R3開29 社家六丁目地内 12 6 26.46㎡

R4開04＊ 今里三丁目地内 45 10 30㎡

R4建15＊ 社家二丁目地内 15 15

社家三丁目地内 23 15 30㎡

84

＊条例手続き中

まちづくり条例協議実績（ワンルームを含む共同住宅）

△

平均 約29㎡

資料１－３－３

10件

6/6



1 

 

海老名都市計画生産緑地地区に係る特定生産緑地の指定について 

 

１ 趣旨 

市では、指定からまもなく 30 年を迎える生産緑地について、令和２年度から

特定生産緑地の指定手続きを進めているところですが、生産緑地法第 10 条の２

第３項の規定により、市町村長は、生産緑地を特定生産緑地に指定しようとする

ときは、市町村都市計画審議会の意見を聴取する必要があるとされていること

から、本審議会において特定生産緑地の指定案について意見を伺うものです。 

 

２ 特定生産緑地の指定について 

 特定生産緑地の指定の際、市はあらかじめ所有者の意向を確認したうえで、生

産緑地地区に係る農地等利害関係人の同意を得るとともに、都市計画審議会の

意見を聴く必要があります。 

 令和４年度は、平成４年、平成５年及び平成６年に指定された生産緑地を対象

として指定手続を行っています。 

 

３ 特定生産緑地の指定要件 

 特定生産緑地の指定要件は次のとおりです。 

（１）生産緑地法上の規定（生産緑地法第 10 条の２第１項） 

市町村長は、申出基準日が近く到来することとなる生産緑地のうち、その周辺

の地域における公園、緑地その他の公共空地の整備の状況及び土地利用の状況

を勘案して、当該申出基準日以後においてもその保全を確実に行うことが良好

な都市環境の形成を図る上で特に有効であると認められるものを、特定生産緑

地として指定することができると規定されています。 

 

（２）国の考え方（国土交通省作成「特定生産緑地指定の手引き」より） 

各市町村によって農地の賦存※状況が異なることから、国としては明確な基準

を設けず、地域の実情に沿って指定をすることとされています。 

※存在している 

  

資料２－１ 
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（３）海老名市で定める特定生産緑地の指定要件 

 生産緑地法や国の考え方を踏まえ、市独自の指定要件を次のとおり定めてい

ます。 

①生産緑地地区に指定されていること。 

②当該生産緑地が、現に適切に継続して耕作されていることが確認できる 

こと。 

③特定生産緑地に指定する部分の面積が、一団で300㎡以上の規模の区域で 

あること。 

④申出基準日から起算して２年前の日が属する年度の初日を経過した生産 

 緑地であること。 

⑤その他の要件については、原則として海老名市生産緑地地区指定基準（平 

成30年12月18日。）及び海老名市生産緑地地区指定基準細目（平成30年12 

月18日。）に準じるものとする。 

 

４ 特定生産緑地に関する主な経緯について 

 令和４年度における特定生産緑地の指定手続きに関するこれまでの主な経緯

は次のとおりです。 
 
【主な経緯】 

令和４年３月 23日 平成６年指定の生産緑地所有者に対し、「申出基準日

到来のお知らせ」を発送 

令和４年３月 23日 平成 4 年指定の生産緑地所有者のうち指定の意向を

確認できていない所有者及び平成 5 年指定の生産緑

地所有者に対し、「特定生産緑地指定の手続きに関す

る書類」を発送 

令和４年４月１日～ 

令和４年６月 30日 

特定生産緑地指定の申出を受付 

令和４年７月７日～15日 都市計画課による現地調査を実施 

令和４年８月 22日 都市計画審議会において特定生産緑地の指定案につ

いて意見聴取（今回、審議会） 

令和 4年 10 月下旬（予定） 特定生産緑地の指定の告示 

農地等利害関係人への通知 
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５ 特定生産緑地の指定状況について 

 指定手続きの対象となる生産緑地地区のうち、32 箇所※（約 3.3ha）から特定

生産緑地の指定申出があり、申出のあった全ての生産緑地地区について、海老名

市が定める指定要件に適合しているため、特定生産緑地に指定する予定です。 

 

市全体の生産緑地地区※１  

197 箇所 

 

約 24.8ha 

 平成４年指定の生産緑地 174 箇所 約 22.0ha 

 平成５年指定の生産緑地 5 箇所 約 0.5ha 

 平成６年指定の生産緑地 4 箇所 約 0.17ha 

特定生産緑地 指定済 

（令和２、３年度指定分） 

 

133 箇所 

 

約 17.0ha 

 平成４年指定の生産緑地 131 箇所 約 16.9ha 

 平成５年指定の生産緑地 2 箇所 約 0.1ha 

 平成６年指定の生産緑地   

特定生産緑地指定予定（今回）  

32 箇所※2 

 

約 3.3ha 

 平成４年指定の生産緑地 26 箇所  約 2.9ha 

 平成５年指定の生産緑地 3 箇所  約 0.3ha 

 平成６年指定の生産緑地 3 箇所  約 0.1ha 

※１ 生産緑地地区の指定状況は、令和３年 12 月６日時点 

※２ 同一の生産緑地地区であっても、筆ごとに指定された年度や所有者が異

なる場合、箇所数が重複し合計が一致しないことがあります。 

 

【意向確認状況】                 令和４年６月 30 日現在 

 意向確認済 意向未確認 

平成４年指定 

生産緑地 

174箇所 約22.0ha 
０箇所 

（意向未確認者なし） 
指定済/する 約20.1ha 

指定しない 約1.9ha 

平成５年指定 

生産緑地 

5箇所  約0.5ha 
０箇所 

（意向未確認者なし） 
指定済/する 約0.43ha 

指定しない 約0.07ha 

平成６年指定 

生産緑地 

3箇所 約0.1ha 
１箇所 

（約0.07ha） 
指定する 約0.1ha 

指定しない - ha 
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６ 特定生産緑地の指定案について 

 令和４年度受付期間内に指定申出のあった生産緑地について、以下「令和４年

度特定生産緑地の指定（案）※」のとおり、特定生産緑地の指定案を作成してい

ます。この指定案について、都市計画審議会のご意見をお伺いしたうえで、特定

生産緑地に指定します。 

※「令和４年度特定生産緑地の指定（案）」の参考資料として、資料 2-2「指定図」及び 

資料 2-3「現地写真」を添付しています。 

 

「令和４年度特定生産緑地の指定（案）※」 

生産緑地 

地区番号 
位  置 

特定生産緑地 

面 積 
備考 

図面 

番号 

1 下今泉三丁目地内 36 ㎡  1 

16 柏ケ谷地内 692 ㎡  2 

33 上郷一丁目地内 691.66 ㎡ 一部指定 3 

37 上郷一丁目地内 717 ㎡  3 

49 河原口二丁目地内 606 ㎡  4 

52 国分北一丁目地内 530 ㎡  5 

53 国分北一丁目地内 519 ㎡  5 

57 国分北二丁目地内 513 ㎡  5 

60 国分北三丁目地内 250 ㎡  5 

63 国分南一丁目地内 2930 ㎡  5 

64 国分南二丁目地内 646 ㎡  5 

77 中新田四丁目地内 683 ㎡  8 

78 中新田四丁目地内 2485 ㎡  8 

80 中新田四丁目地内 1313 ㎡  8 

85 今里三丁目地内 552 ㎡  8 

132 大谷北三丁目地内 962 ㎡  6 

160 大谷南三丁目地内 1229 ㎡  7 

162 大谷南三丁目地内 3379 ㎡  7 

163 大谷南三丁目地内 3889 ㎡  7 

166 大谷南三丁目地内 1198 ㎡  7 

179 社家二丁目地内 1443 ㎡  8 

182 社家二丁目地内 542 ㎡  8 

190 社家二丁目地内 1460 ㎡  8 
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192 社家二丁目地内 390 ㎡  8 

224 社家六丁目地内 902 ㎡  9 

227 社家六丁目地内 303.78 ㎡ 一部指定 9 

235 杉久保北二丁目地内 564 ㎡  10 

257 大谷北三丁目地内 1278 ㎡  6 

258 大谷北三丁目地内 894 ㎡ 一部指定 6 

259 社家二丁目地内 1271 ㎡  8 

262 河原口三丁目地内 534 ㎡  3 

 

７ 今後の対応について 

・指定からまもなく 30 年を迎える生産緑地のうち、特定生産緑地指定の意向

を確認できていない生産緑地所有者に対して、引き続き周知を図っていくとと

もに、申出基準日までに受付期間を年１回程度設けます（平成４年度に指定さ

れた生産緑地については、今回で受付期間が終了しました）。 

 

・平成７年以降に指定された生産緑地についても、順次指定手続きを開始しま

す。  



特定生産緑地指定図（案）

令和４年度第２回都市計画審議会
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特定生産緑地指定（案）
現地写真

令和４年度第２回都市計画審議会
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生産緑地地区番号1
図面番号１

生産緑地地区番号16
図面番号２

生産緑地地区番号33
図面番号３

2



生産緑地地区番号37
図面番号3
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図面番号5
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生産緑地地区買取申出について 
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都市計画変更の告示

買取り申出

市による買取りの判断

農業委員会に斡旋を依頼

行為の制限解除

神奈川県との協議　　例年８月頃

海老名市都市計画審議会への諮問

３カ月

１カ月
都市計画

審議会へ

の報告

不調の場合

農地以外の

土地利用が可能

行為の制限が解

除されたものが

対象。そのため、

解除時期によっ

ては、翌年に協

議となる場合も。

 

１ 報告の趣旨 

令和４年７月29日付で生産緑地法第10条に規定する買取り申出がありましたの

で、申出状況及び内容を報告いたします。 

 

２ 買取り申出制度 

 (１) 趣旨 

    買取り申出制度は、建築物の建築や土地の形質の変更などの行為が制限され

る土地所有者の権利を救済する観点から、営農が困難になった場合に、生産緑

地の買取りを市町村長に申し出ることができる制度です。 

(２) 申出要件 

   次のいずれかに該当する場合は、買取り申出を行うことができます。 

  ア 生産緑地地区の指定の告示日から起算して30年を経過した場合 

  イ 主たる農業従事者が死亡した場合 

  ウ 主たる農業従事者が農業に従事することが不可能となる故障を有するに至っ

た場合 

 (３) 買取り申出があった場合の流れ 

    買取り申出があった場合の流れは、次のとおりです。 
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３ 買取り申出の状況 

(１) 申出件数  

１件（全部買取り申出） 

（２）申出内容 

番号 大字 内容 申出面積 指定年月日 

59 
国分北
二丁目 

① 令和４年７月29日 

主たる農業従事者の死亡により、 

買取り申出 

② 令和４年８月28日（期限） 

市の買取りの判断 

③ 令和４年10月29日（予定） 

 行為の制限解除 

589㎡ 
 

＜参考＞ 
指定面積 
589㎡ 

平成４年 

11月13日 

 

※ 行為の制限解除に係る日付け（予定）は市で買取りを行わず、あっせんも

不調になった場合、適用される日を記載しています。 

※ 行為の制限が解除された後は、建築物の建築や土地の形質の変更を行うこ

とができるようになります。 
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（３）位置図・航空写真 

生産緑地 №59 

 

 

 

買取り申出地 
（NO.59） 



 

 資料４   

市役所周辺地区の市街化区域編入について 

 

１ 区域区分の変更（市街化区域への編入） 

 平成 28年 11 月の神奈川県第７回線引き見直しで、「市役所周辺地区」を一般保留区

域に設定しました。このたび、土地区画整理事業等を含む計画的な市街地整備の見通

しが明らかとなったことから、市街化区域へ編入しようとするものです。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 都市計画決定・変更案件一覧表 

№ 案   件 決定・協議・同意 

- 海老名都市計画 区域区分の変更 県決定・国土交通大臣同意 

１ 海老名都市計画 用途地域の変更 

市決定・県知事協議 

２ 海老名都市計画 防火・準防火地域の変更 

３ 海老名都市計画 地区計画の決定および変更 

４ 海老名都市計画 土地区画整理事業の決定 

５ 海老名都市計画 下水道の変更 

６ 海老名都市計画 公園の決定 

３ 今後のスケジュール（予定） 

年   月 内   容 

令和４年 

 

11月 第３回都市計画審議会（報告） 

２月 第４回都市計画審議会（意見聴取） 

令和５年 ４月 市案の申出 

11月 第○回都市計画審議会（諮問） 

令和６年 ３月 都市計画決定（変更）告示 

 

市役所 

海老名総合病院

警察署 

地区名 市役所周辺

面積 約39.4ha

変更する部分

凡例


